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避難指示区域内
の活動 避難指示区域の見直し前後の変化（2/2） 

（注１）市町村が認める範囲において一時立入りが可能。 

（注２）市町村の申請に基づき、原子力災害現地対策本部の確認を経て実施することが可能。  

（注３）原則として避難指示解除準備区域が対象。居住制限区域においても、要件を満たす 

    場合は、市町村長と原子力災害現地対策本部長との協議の上、実施可能。 

（注４）復旧・復興に不可欠な事業であって、所定の手続きにより認められたものについては 
    事業実施が可能。 
（注５）①復旧・復興に不可欠な事業、②復旧・復興作業に携わる事業者や一時帰宅者等を 
    対象とした事業、③製造業等居住者を対象としない事業、④営農については、所定の 
    手続きを経た上で事業実施が可能。 

（注６）①区域外からの集客を主とする宿泊業、観光業や、②区域内での宿泊者（特例宿泊 
    等の制度に基づく宿泊者を除く。）の存在を前提に実施される事業は実施不可。 

（注７）出荷制限、稲の作付制限及び除染の状況を踏まえて対応。居住制限区域において 
    は、農地の保全管理のほか、地域の営農再開に向けた、市町村等の公的機関の関与 
    の下で行う作付実証等は可能。また、営林は居住制限区域では実施不可。 

内閣府「避難指示区域の見直しについて」及び内閣府「避難指示区域内における活動について」（平成27年６月19日改訂版）より作成 

　「居住制限区域」では以下の活動ができます。区域見直しを行った時点から空間線量率は低下し
ていますが、居住制限区域内において、地域によっては引き続き空間線量率から推定される年間積
算線量が 20 ミリシーベルトを超えるおそれもあり、こうした地域では、不要な被ばくを防ぐため
に、不要不急の立入りは控え、用事が終わったら速やかに退出する必要があります。

①　主要道路における通過交通
②　住民の方の一時的な帰宅（住民による自宅等の片付けや修繕等を含みますが、宿泊はできま

せん。）
③　公益を目的とした立入り（除染、防災・防犯、電気、ガス、水道、通信等の復旧、農地の保

全管理を目的とした立入り等。）
④　①復旧・復興に不可欠な事業、②復旧・復興作業に携わる事業者や一時帰宅者等を対象とし

た事業、③製造業等居住者を対象としない事業、④営農のうち、所定の手続きにより例外的
に認められたもの

⑤　上記の諸活動に付随する又は準じる作業の実施のための立入り（事業者による復旧・復興に
向けた資機材の保守・修繕や荷物の運搬、住居等の修繕等工事を目的とした立入り等。）

　この区域では、一時的な帰宅、立入りの場合、スクリーニングや線量管理等は原則として義務づ
けられていませんが、希望される方については、スクリーニングや線量計の貸出しが実施されるこ
ととなっています。
　「帰還困難区域」は、区域見直しを行った時点の放射線量が非常に高いレベルにあるとされたこ
とから、区域境界において、バリケード等物理的な防護措置を実施し、住民の方に対して避難の徹
底を求めています。その場合でも、例外的に、可能な限り住民の方の意向に配慮した形で一時立入
りを実施しています（その際、引っ越し業者や修繕等業者を帯同することもできます。）。
　なお、一時立入りを実施する場合には、スクリーニングを確実に実施し、個人線量管理や防護装
備を着用することが求められます。また、被災地域の復旧・復興に資するため、一定の要件に該当
する場合は、指定された帰還困難区域の道路を通過することができます。さらに、復旧・復興に不
可欠な事業であって、所定の手続きにより認められたものを実施することができます。

本資料への収録日：平成 26 年３月 31 日
改訂日：平成 28 年１月 18 日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料（平成27年度版）」 第9章 事故からの回復に向けた取組 




